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国
民
健
康
保
険
高
齢
受
給
者

証
の
更
新
に
つ
い
て

　
国
民
健
康
保
険
加
入
中
の
70
歳

か
ら
74
歳
の
方
に
、
新
し
い
有
効

期
間
の
高
齢
受
給
者
証
を
郵
送
し

て
い
ま
す
。

　
８
月
１
日
以
降
に
医
療
機
関
を

受
診
す
る
場
合
に
は
、
新
し
い
高

齢
受
給
者
証
を
国
民
健
康
保
険
被

保
険
者
証
と
一
緒
に
ご
提
示
く
だ

さ
い
。

限
度
額
適
用
認
定
証
を
お
持

ち
の
方
へ

　
限
度
額
適
用
認
定
証
の
更
新
日

は
毎
年
８
月
１
日
と
な
っ
て
い
ま

す
。
引
き
続
き
高
額
な
医
療
費
が

見
込
ま
れ
る
方
で
、
ま
だ
更
新
の

手
続
き
を
済
ま
さ
れ
て
い
な
い
方

は
、
現
在
手
元
に
あ
る
限
度
額
適

用
認
定
証
、
国
民
健
康
保
険
被
保

険
者
証
を
お
持
ち
の
上
、
交
付
申

請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　
ま
だ
、
限
度
額
適
用
認
定
証
を

お
持
ち
で
な
い
方
で
、
今
後
高
額

な
医
療
費
が
見
込
ま
れ
る
方
は
、

限
度
額
適
用
認
定
証
を
提
示
す
る

こ
と
で
、
医
療
機
関
で
の
自
己
負

担
額
が
世
帯
に
応
じ
た
一
定
額
ま

で
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
の
で
、
必

要
な
場
合
は
、
限
度
額
適
用
認
定

証
の
交
付
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
問
い
合
わ
せ
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付
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収
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国
民
健
康
保
険
特
別
会

計
は
、
例
年
６
月

の
市
議
会
に
補
正
予
算
を
提
出
し

て
い
ま
す
。

　
こ
れ
は
、
前
年
度
の
決
算
見
込

額
が
明
ら
か
に
な
る
５
月
に
、
あ

ら
た
め
て
当
該
年
度
の
予
算
額
を

算
定
す
る
た
め
で
す
。

　
国
民
健
康
保
険
は
、
被
保
険
者

の
方
々
の
医
療
費
を
支
払
う
た
め
、

被
保
険
者
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い

た
だ
く
国
民
健
康
保
険
税
と
国
・

県
等
の
公
費
負
担
な
ど
の
収
入
に

よ
り
運
営
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
市
町
村
の
保
険
給
付
に
必
要
な

費
用
は
、
県
か
ら
の
交
付
金
に

よ
っ
て
賄ま
か
なわ

れ
、
市
町
村
は
、
県

に
対
し
て
国
保
事
業
費
納
付
金
を

納
付
し
て
い
ま
す
。（
二
本
松
市

の
状
況
は【
表
①
】の
予
算
と
お

り
）

　
こ
の
た
め
、
国
民
健
康
保
険
の

税
率（【
表
②
】）は
、
県
へ
の
納
付

金
の
額
か
ら
公
費
負
担
な
ど
の
収

入
を
差
し
引
い
た
分
を
賄
え
る
よ

う
に
決
定
さ
れ
ま
す
が
、
今
年
度

は
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
金
を
全

額
充
当
す
る
こ
と
で
、
税
負
担
の

軽
減
を
図
り
ま
し
た
。

　
昨
年
度
の
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、

約
１
億
３
千
万
円
の
黒
字
が
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
が
、
医
療
の
高
度

化
や
加
入
者
の
高
齢
化
に
よ
り
医

療
費
が
増
加
傾
向
に
あ
る
た
め
、

今
後
も
、
医
療
費
の
適
正
化
、
保

健
事
業
の
推
進
等
の
取
り
組
み
を

行
う
こ
と
で
、
医
療
費
の
増
加
を

抑
制
し
な
が
ら
、
安
定
し
た
国
民

健
康
保
険
の
運
営
に
努
め
ま
す
。

【表②】令和５年度　国民健康保険税の税率等
※（　）内の数値は、前年度と比較した場合の増減値。

①医療分
（基礎課税分）

②後期高齢者
支援金分

③介護
　納付金分

所得割額 6.88％
（＋0.02％）

2.91％
（▲0.12％）

2.82％
（▲0.18％）

１人当たりの均等割額 22,200円
（+100円）

9,300円
（▲100円）

10,600円
（▲500円）

世帯当たりの平等割額 15,600円
（±0円）

6,500円
（▲200円）

5,200円
（▲300円）

世帯当たりの課税限度額 650,000円
（±0円）

220,000円
（＋20,000円）

170,000円
（±0円）

歳入 歳出 歳出総額に占める保険給付費（医療費等）の予
算額は39億4,508万7千円で、全体の約71％。

歳入予算総額に占める国民健康保険税の割合
は15％で、予算額は８億3,361万６千円。

【表①】国民健康保険特別会計 令和５年度予算（本算定）決定
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総額55億4,682万円

二本松市では、 子
育て世帯の負担を
軽くするために、
子ども（18歳に達
する年度まで）の
均等割額を全額減
免しています！
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年齢ごとの納付内訳
　国民健康保険税は、加入者の年齢に
よって納める内容が異なります（左の
表の①～③で表記すると次のとおり）。
40歳未満 …①＋②
40〜64歳…①＋②＋③
65〜74歳…①＋②※ 介護納付金分は

別に納付

国国 民健康保険 のお知らせ

みほん
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後後 期高齢者医療制度 のお知らせ
令
和
５
年
度
後
期
高
齢
者
医

療
保
険
料
額
の
決
定
通
知

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の

被
保
険
者
に
、
令
和

５
年
６
月
23
日
ま
で
に
な
っ
た
方

に
は
、
８
月
上
旬
に
、
保
険
料
額

決
定
通
知
書
を
送
付
し
て
い
ま
す
。

　
そ
の
後
に
75
歳
に
な
っ
た
方
や

住
所
を
異
動
し
た
方
へ
は
、
８
月

以
降
随
時
、
保
険
料
額
決
定
通
知

書
を
送
付
し
ま
す
。

●
保
険
料
の
算
出
方
法

　
令
和
４
年
中
の
所
得
等
を
も
と

に
算
出
さ
れ
ま
す
。（
左
の
表
の

と
お
り
）

●
保
険
料
の
軽
減

【
所
得
の
低
い
世
帯
の
方
】

　
所
得
が
一
定
の
基
準
額
以
下
の

場
合
、
均
等
割
額
が
２
割
、
５
割
、

７
割
ま
で
軽
減
さ
れ
ま
す
。

【
被
扶
養
者
だ
っ
た
方
】

　
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入

す
る
前
日
ま
で
被
用
者
保
険
等

（
国
保
・
国
保
組
合
は
除
く
）の
被

扶
養
者
で
あ
っ
た
方
は
、「
所
得

割
額
が
賦
課
さ
れ
ず
」、
加
入
日

か
ら
２
年
間
、
均
等
割
額
が
５
割

軽
減
さ
れ
ま
す
。

※�

軽
減
は
、
軽
減
割
合
の
高
い
軽
減

が
優
先
的
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

●
保
険
料
の
納
付
方
法

【
特
別
徴
収
】

　
年
金
か
ら
の
支
払
い（
年
金
天

引
き
）に
よ
る
納
付
方
法
で
す
。

※�

口
座
振
替
に
よ
る
納
付
に
変
更
を

希
望
す
る
方
は
、国
保
年
金
課（
市

役
所
１
階
）ま
た
は
各
支
所
で
手

続
き
し
て
く
だ
さ
い
。

【
普
通
徴
収
】

　
口
座
振
替
や
指
定
金
融
機
関
・

ゆ
う
ち
ょ
銀
行（
郵
便
局
）窓
口
、

コ
ン
ビ
ニ
、
ス
マ
ホ
決
済
で
の
納

付
方
法
で
す
。
納
付
書
が
届
い
た

方
は
、
納
期
限
ま
で
に
納
付
し
て

く
だ
さ
い
。

※�

口
座
振
替
を
希
望
す
る
方
は
、
金

融
機
関
窓
口
で
手
続
き
を
し
て
く

だ
さ
い
。

※�

す
で
に
国
保
税
で
口
座
振
替
を
利
用

し
て
い
る
方
も
、
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
の
口
座
振
替
を
希
望
す
る
場

合
は
、
あ
ら
た
め
て
手
続
き
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

一
部
負
担
金
の
軽
減

　
一
部
負
担
金
の
割
合
が
３
割
の

方
で
、
収
入
が
次
の
場
合
は
、
申

請
を
す
る
こ
と
で
、
一
部
負
担
金

の
割
合
が
変
更
に
な
り
ま
す
。

「
被
保
険
者
証
」の
更
新

　
現
在
使
用
し
て
い
る「
被
保
険

者
証
」の
有
効
期
限
は
、
７
月
31

日
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
新
し
い
被
保
険
者
証
は
７
月
末

日
ま
で
に
郵
送
し
て
い
ま
す
。

　
新
し
く
届
い
た
被
保
険
者
証
の

窓
口
で
支
払
う
一
部
負
担
金
の
割

合（
１
割
、
２
割
ま
た
は
３
割
）を

確
認
の
上
、
８
月
１
日
か
ら
は
、

新
し
い
被
保
険
者
証（
オ
レ
ン
ジ

色
）を
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

「
限
度
額
適
用
認
定
証
」・

「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担

額
減
額
認
定
証
」の
更
新

　
入
院
や
外
来
な
ど
で
支
払
う
自

己
負
担
限
度
額
や
入
院
時
の
食
事

代
が
減
額
さ
れ
る「
限
度
額
認
定

証
」や「
減
額
認
定
証
」の
有
効
期

限
も
、
７
月
31
日
と
な
っ
て
い
ま

す
。「
限
度
額
認
定
証
」・「
減
額

認
定
証
」を
お
持
ち
の
方
で
８
月

以
降
も
該
当
す
る
方
に
は
、
新
し

い
認
定
証
を
郵
送
し
ま
す
。
交
付

申
請
は
不
要
で
す
。

●
返
却
を
忘
れ
ず
に

　
有
効
期
限
が
切
れ
た
被
保
険
者

証
お
よ
び
各
認
定
証
は
、
国
保
年

金
課
ま
た
は
各
支
所
に
返
却
し
て

く
だ
さ
い
。

「
後
期
健
診
」を
受
診
す
る
方
へ

　
後
期
高
齢
者
健
康
診
査
の
対
象

者
は「
健
診
日
に
後
期
高
齢
者
医

療
に
加
入
し
て
い
る
方
」と
な
っ

て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
受
診
の
際
に
受
診
券
・

受
診
録
・
被
保
険
者
証
が
必
要
に

な
り
ま
す
の
で
忘
れ
ず
に
持
参
し

て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
後
期
健
診
の
受
診
券
・

受
診
録
が
届
い
て
い
な
い
場
合
に

は
、
左
記
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く

だ
さ
い
。

「
後
期
歯
科
検
診
」の
実
施

　
昭
和
22
年
４
月
２
日
か
ら
昭
和

23
年
４
月
１
日
生
ま
れ
の
方
を
対

象
に
、
歯
科
口
腔
健
康
診
査
を
実

施
し
て
い
ま
す
。
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
か
ら
案
内
状
が
届
い

て
い
る
方
は
、
事
前
に
歯
科
医
療

機
関
を
予
約
し
、
11
月
30
日
ま
で

に
受
診
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
問
い
合
わ
せ
…

　
国
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０
７

Fax（
22
）１
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所得割額

年間保険料　（上限66万円 ※昨年度同様）

４万4,300円
令和４年
中の所得 − 43万円 × 8.48％

均等割額

＋〔 〕
※令和４年度保険料率は、均等割額44,300円、所得割率8.48％

被保険者数 収入の状況 該当するもの 一部負担金

世帯に
１人

①�被保険者の方の収入額が383万円未満、また
は被保険者の方および同一世帯の70～74歳
の方の合計収入額が520万円未満
②�被保険者の年金収入＋その他の合計所得が
200万円未満

① ２割

①+② １割

世帯に
２人以上

③被保険者の方の合計収入額が520万円未満
④�同一世帯の被保険者の年金収入＋その他の合
計所得の合計が320万円未満

③ ２割

③+④ １割


